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who are deaf signers,  the following are urgent;    (1) access services  in  training institutes of social 
workers and universities/colleges of social welfare,  (2) preparing good environment of practice 












































ハマーディンガー氏を招き（2011 年 8 月 5 日）、ソーシャルワーカーや学生を主な参加者に迎
えて研修会を実施した。平成 23 年度にはアメリカより池上真氏（P.A.Hartner Deaf Services ソー




























































ルワーク実践に関する視察として、University of Manchester で Alys Young 教授を Manchester 
Deaf Centre で Katharine Rogers 氏をそれぞれ訪問した。University of Manchester の博士課程で
学んでいるろう者のソーシャルワーカー、Ros Hunt 氏にインタビューし、Lancashire  Central 
University のデフスタディーズプログラム担当の Clark Denmark 氏、相良啓子氏も訪問した。
さ ら に The British Deaf Association と British Society for Mental Health and Deafness を 視 察 し







































































　　　ⅰ 20 歳以下　　　 ⅱ 21 〜 30 歳　　　　ⅲ 31 〜 40 歳　　　　　ⅳ 41 〜 50 歳





　　　ⅰ１級　ⅱ２級もしくは 100dB 以上　ⅲ３級もしくは 90dB 以上


























































資格名 取得年度 その他 取得ルート
社会福祉士 　　　　年度 受験資格・通学中 第　　　　号



































































































































































































　全回答者 151 名中、男性が 51 名（33.8％）、女性が 100 名（66.2％）であった。年齢層は、
20 代 18 名（11.9％）、30 代 42 名（27.8％）、40 代 36 名（23.8％）、50 代 40 名（26.5％）、60
歳以上 13 名（8.6％）であった。回答者のうち、聴覚障がい者は 59 名（39.1％）であり、２級
以上の重度聴覚障がい者が 51 名であった。
　151 名中、日本手話の表現については 3.71、日本手話の読み取りは 3.72、日本語対応手話の




に行政 33 名（21.9％）、聴覚障がい者情報提供施設 30 名（19.9％）であった。運営母体として
は社会福祉法人が 84 ヵ所（55.6％）と多く、次に行政が 39 ヵ所（25.8％）であった。職種と






が 15 名（9.9％）、福祉系大学修了者が 32 名（21.2％）、福祉系大学院修了が 1名（0.7％）であった。
　所有資格については、151 名中 31 名（20.5％）が社会福祉士もしくは精神保健福祉士の国家
資格を所有しており、社会福祉士が 27 名（17.9％）、精神保健福祉士が 4名（2.6％）であった。
一方で、社会福祉士の受験資格を有している人が 13 名（8.6％）であり、3名（2％）が取得見
込みであった。精神保健福祉士の受験資格については、受験資格を有していると回答した人が
2 名（1.3％）であった。社会福祉士を取得した年度については 2000 年以降が突出しており、
21 名が 2000 年度以降に資格取得している。社会福祉士の受験資格の取得ルートとしては、福
祉系大学での指定科目履修を経た人が 14 名と最も多かった。精神保健福祉士は 4名全員が福
祉系大学での指定科目履修によって受験資格を取得している。その他の資格の取得状況につい
ては、ホームヘルパー 43 名（28.5％）、手話通訳士 32 名（21.2％）、介護福祉士が 28 名（18.5％）、
介護支援専門員 18 名（11.9％）、教員免許 15 名（9.9％）、臨床心理士 1名（0.7％）の順に多かった。
104 名（68.9％）は資格を未取得であった。今後の資格取得を希望すると回答した人が過半数























　講座は 2011 年 12 月 23 日〜 25 日、新宿を会場として開催した。参加者は全 19 名であり、
女性 16 名（84％）、男性 3名（16％）の参加があった。参加者の年齢は 20 歳代が 10 名（56％）、




































































































































全合計　208,404 人（平均 2742.1 人）
問５　教員の総数について教えてください。
教員の総数　81 校
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・平成 10 年 4 月、Ａ学舎に社会福祉学部を開設して以来、障がいを持った学生を受け入れ、
その学生が履修する授業や実習等に関して可能な限り支援を行ってきた。その後、平成
23 年 4 月にＡ学舎をＢ学舎に統合、また社会福祉学部を現代日本社会学部に改組（平成
― 262 ―
24 年度完了）することとなったが、福祉分野は新学部においても継続することとなった。
新学部となってからは聴覚障がいを持った学生の実習等の履修実績がないため、現状、可
能な支援や方針についても明確になっていない状況である。
・ろう・難聴といっても個人差もあり、個別対応が大切で、これに特化するのは医学モデル
ではないかと思われます。
・他大学で薬学部に入学した学生が、何の支援もなく（要望したが実施されず）勉強につい
ていけずに退学してしまった例をききました。理系の学部はノートテイクの困難さも高
く、周囲の学生もそういった活動をする余裕もないようです。小中高と継続して支援を受
けている学生は、障がい認識をもつことができて、必要な支援を自ら言える力がついてい
ますが、そうでない学生は何をどこから話していいのかもわからない人が多いのではない
でしょうか？大学と障がい学生を取りもつ機関が柔軟に活動できればと願います。（国の
予算で研修の講師を派遣して支援のノウハウを教員・職員に伝えるといった活動）
・学問的に受け入れ体制が整備されていない現状にある。オープンキャンパス、大学見学会
では申し出があれば教職員及び学生ボランティアで対応し、必要に応じ情報提供の方法を
工夫している。しかし、十分な対応ができているとは言い難い。
・ろう・難聴学生への支援について、改めて支援や対処を考慮する意識をもつ大切さを、ア
ンケートを通じて感じました。アンケート調査結果を楽しみにしています。乱筆乱文にて
失礼しました。頑張ってください。応援しています。
・本校は専修学校で、担任制を採っているため難聴学生がいても対応できているのかもしれ
ません。また、これまで片方は聞こえる、とか、補聴器使用で口話が可能な学生ばかりだっ
たので、現状の対応策でのりきれたのかもしれません。いずれにしても、本校では広く、様々
なクライエントに対応できる能力を身につけることを基本方針にしていますので、コミュ
ニケーション手段が手話しかない場合には、口話の学習も平行してやっていただくことに
なります（過去そのような状態の学生は経験していません。）実際問題として、入学以降
の突発性難聴の発症や、低聴力の学生の症状進行等がありますが、これまで、長期にわたっ
て学業に支障の出たケースは報告がなく、そのための退学や留年、卒業延期、成績不振の
ケースも報告がありません。また、私の知っている限り（したがって、全体ではありませ
ん）この１０年程で４～５名の補聴器使用者が入学、卒業していますが、皆、希望する職
場で正職員で採用されたように記憶しています。
・実際にろう・難聴学生が入学してきた場合は、積極的に支援を検討したい。受け入れに対
しては、積極的に対応したいと考えている。
おわりに
　以上のように本共同研究では、日本での、聴覚障がい者対応のソーシャルワークの確立をめ
ざして、国際交流を通じて、聴覚障がいに特化したソーシャルワークおよびソーシャルワーカー
養成の日本の課題を探った。
― 263 ―
　聴覚障がいソーシャルワークの必要性は明らかであるし、それに応えたい人材は十分いるが、
彼らがソーシャルワーカーとして活躍するためには重要な課題が残されている。大学等での教
育における情報保障、実習先の確保等の環境整備、資格取得のための国家試験対策の支援（ろ
う者当事者ソーシャルワーカー等手話で教えられる講師の確保や彼らが教える場の設定など）
である。アメリカ・イギリスの専門家から学び、あるいはアメリカ・イギリスの聴覚障がい福
祉の体制・制度や聴覚障がい当事者ソーシャルワーカー養成の制度・教育内容、さらにはその
教育の支援コーディネートの専門職養成を視察して、日本の社会に最も強調すべきは、言語・
文化の違うろう者の支援に必要な意識改革の必要性であるということが明確になった。日本の
場合、未だろう者が少数言語話者であるという点への理解が遅れている。大学等の養成の場だ
けでなく、福祉の現場、あるいは社会全体での、ろう者や手話への認知、聴覚障がい当事者ソー
シャルワーカーに期待される大きな役割の認識、それを養成する支援の必要性の理解を促すこ
とこそが急務である。
